
２０２２年１１月 

在ニカラグア日本大使館 

ニカラグア定期報告（２０２２年１１月） 

【要旨】 

内政面では、６日、統一地方選挙が実施され、２５日、１５３市全ての市長及び副市長選

において与党ＦＳＬＮ候補者の当選が確定した。外交面では、ロシアや中国との関係強化

の動きが目立った。経済面では、国際通貨基金（ＩＭＦ）４条協議に係るスタッフチーム

がニカラグを訪問し、声明を発表した。 

 

 

【主な出来事】 

１ 内政 

（１）統一地方選挙の実施 

ア ６日、国内全１５３市の市長・副市長・市議会議員およびその代理人を選出する統一

地方選挙が実施された。 

イ ２５日、最高選挙管理委員会（ＣＳＥ）は、同選挙の結果を官報に掲載した。なお、

ＣＳＥ発表によれば、１５３市全ての市長及び副市長選において与党ＦＳＬＮが勝利し

た。 

 

（２）ＮＧＯ登録抹消等 

ア ４日、１０日、１６日及び２３日、内務省は国内外のＮＧＯ合計４００団体（内、海

外ＮＧＯ３２団体）の登録を抹消したと発表した。これを含め、２７日現在、２０２２年

に登録を抹消されたＮＧＯは、国内２，６８５団体、海外３０４団体となった。 

イ ７日、政府は、社交クラブ等の２９の非営利団体を営利団体に変更するよう命じた。 

 

（３）国家フリーゾーン委員会（ＣＮＺＦ）の理事変更 

 ８日、政府は、民間企業最高審議会（ＣＯＳＥＰ）の理事２名を国家フリーゾーン委員

会（ＣＮＺＦ）から除外し、新たにフリーゾーン企業の代表２名を理事に加える改正案を

国会に提出した。 

 

（４）不法移民 

 １５日、米税関・国境取締局（ＣＢＰ）は、１０月に米国ビザを取得せず入国し逮捕さ

れたニカラグア人が２０，９８３人に上り、２０２０年１０月からの２年間で、合計２３

９，４６９人になったと発表した。 

 

（５）新型コロナウイルス感染症 

２９日、保健省（ＭＩＮＳＡ）は同日時点の国内感染状況について２２日から２９日ま

での週間レポートを以下のとおり発表した（括弧内は前回数値）。 



２０２２年１１月 

在ニカラグア日本大使館 

・新規感染者数：１７名（２１名） 

・累計感染者数：１５，２５０名（１５，２３２名） 

・新規死亡者数：０名（０名） 

・累計死亡者数：２４８名 

・累計治癒者数：１４，９８３名（１４，９６６名） 

 

２ 外交  

（１）統一地方選挙（上記１（１））に対する国外の反応 

ア ７日、マドゥーロ・ベネズエラ大統領は、今次選挙においてＦＳＬＮ（与党）が勝利

したことに祝意を表明し、サンディニスタ政権と連帯を続けていく旨のコミュニケを発出

した。 

イ ９日、ボリッチ・チリ大統領は、自身のツイッターにおいて、同選挙が正当性を欠い

たものであると批判した他、アルベルト・ブルノリ国連人権高等弁務官事務所（ＯＨＣＨ

Ｒ）米州地域担当や、ピーター・スサノ欧州対外活動庁報道官なども同様に、選挙プロセ

ス及び結果を批判する声明を発表した。 

 

（２）交流及び人道支援を目的とした他国軍駐留にかかる法令承認 

１１日、ニカラグア国会は、半年ごとに更新されている、交流と人道支援を目的とし

た、米国やロシアを含む外国の船舶、航空機、軍人のニカラグア国土への入国及び出国を

２０２３年前半まで認める旨の法令を承認した。 

 

（３）ロシア 

ア １５日、オスカル・モヒカ・ニカラグア運輸インフラ大臣及び Dmitry Zverev ロシア

運輸副大臣は、モスクワ市内で行われたロシア運輸週間フォーラムにおいて、運輸分野に

関する新たな覚書に署名した。なお、この覚書の詳細は明らかにされていない。 

イ ２２日、ニカラグア外務省及びロシア国家原子力公社「ロスアトム」は、両国による

科学、技術、生産分野での協力及び両国の友好、団結、平和関係を強化し、ニカラグア市

民の生活の質向上に貢献するための原子力エネルギー利用協力に関するロードマップに署

名した。 

ウ ２３日、ニカラグア及びロシア両政府は、ＩＣＴ不正利用の防止、探知、調査を目的

とした協定に署名した。 

 

（４）中国 

ア ４日、中国政府は、５つのニカラグア学生交響楽団に対する楽器供与のうち２回目の

供与を行った。 
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イ ８日、中国政府は、ニカラグア国家警察に対し、ニカラグアにおける平穏、安全、平

和を確保し強化するための防具（防護スーツ、ヘルメット、盾など）を供与した。 

ウ １６日、ニカラグア及び中国の国会議長は、１２月９日の国交再開１周年を間近に控

え、両国の外交関係を強化するためのオンライン会合を実施した。 

エ ２５日、国立自治大学（ＵＮＡＮ）マナグア校及び在ニカラグア中国大使館は、「新

しい調査、使命、責任における中国」と題した学術フォーラムを開催した。同フォーラム

において、ロドリゲスＵＮＡＮ学長は、ＵＮＡＮマナグア校及びレオン校に孔子学院が開

講する予定であると述べた。 

 

（５）米州人権裁判所（ＩＡＣＨＲ）による侮辱行為宣告 

 ２９日、ＩＡＣＨＲは、ニカラグア政府が、オルテガ政権に反対を表明する政治犯４６

名に関する、２０２１年６月２４日、９月９日、１１月４日・２２日、２０２２年５月２

５日及び１０月４日の決議に従っていないことから、同政府に対し、ＩＡＣＨＲに対する

恒久的な侮辱行為（desacato permanente）であると宣告した。また、同裁判所は、ＯＡ

Ｓ常設委員会に対して、ニカラグア人権状況に関する報告書を提出するよう要請した。 

 

３ 経済 

（１）３カ国証券取引所統合に関する協定署名 

 １０月２８日、ニカラグア銀行監督庁（ＳＩＢＯＩＦ）、パナマ証券市場監督庁（ＳＭ

Ｖ）及びエルサルバドル金融システム監督庁（ＳＳＦ）は、各国の投資家がそれぞれの機

関に登録されている証券の購入及び取引を可能にする協定に署名し、これをもって３カ国

はそれぞれの証券取引所を統合した。 

 

（２）経済見通し 

 ２日、ニカラグア中央銀行（ＢＣＮ）は、国際的なインフレを理由に、２０２２年のＧ

ＤＰ成長率予想を３．５～４．５％に引き下げた。なお、同時点で各機関は、国際通貨基

金（ＩＭＦ）が４．０％、世界銀行が４．１％、国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会

（ＣＥＰＡＬ）が３．５％と予想している。 

 

（３）消費者物価指数 

 １０日、開発情報庁（ＩＮＩＤＥ）は、１０月の消費者物価指数（ＣＰＩ）が１．３

３％上昇し、これにより１月からの累計上昇率が９．０８％（昨年同月比４．２７％）に

なったと発表した。 

 

（４）国際通貨基金（ＩＭＦ）４条協議に係るスタッフチーム声明 
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 １６日、ＩＭＦは、２０２２年ＩＭＦ４条協議に係るニカラグア訪問を終えた、スタッ

フチームの声明を発表した。同声明によると、ニカラグアの経済見通しは、世界的な金融

情勢を原因とする下振れリスクがあるものの好調である、財政政策スタンスは適切であ

り、財政の持続可能性を守るため首尾一貫している等とのこと。 

 

（５）失業率 

 １４日、ＩＮＩＤＥは、９月の国内失業率が３．１％から３．３％に増加（農村部：

２．２％、都市部：４。０％）したと発表した。 

 

（６）主要必需品価格 

 １５日、ＩＮＩＤＥは、１０月の一般家庭の主要必需品計５３品目の合計（Canasta 

Básica）が昨月比６５５コルドバ（約２，５１９円）増の１８，６３６．４４コルドバ

（約７１，６８０円）と発表した。 

 

（７）米州開発銀行（ＩＤＢ）による災害支援 

 １６日、ＩＤＢは、ハリケーン・フリアの災害支援として１，０００万米ドルを拠出す

ることを承認した。政府発表によると、被害総額は１億８，６００万米ドルであり、ＩＤ

Ｂの他、カリブ海災害リスク保険ファシリティ（ＣＣＲＩＦ）から８９０万米ドルが支払

われ、中米統合銀行（ＢＣＩＥ）から５０万米ドルが供与される。 

 

＜主要経済指標＞ 

  
2020 年 

9 月 

2021 年 

9 月 

2022 年 

8 月  9 月 10 月 

インフレ率 （対前年同月） 2.56% 4.27% 7.58% 7.66% 9.08％ 

貿易収支（百万ドル） ▲159.8 ▲262.0 ▲306.5 ▲322.9 未発表 

輸出 FOB（百万ドル） 211.0 255.1 318.4 267.9 未発表 

輸入 FOB（百万ドル） 370.8 517.2 624.5 590.9 未発表 

海外送金受取額 （百万ドル） 156.7 175.7 299.7 288.1 未発表 

外貨準備高（百万ドル/期末） 3,211.9 4,058.2 4,332.2 4,243.7 4,203.2 

（出典：ニカラグア中央銀行、インフレ率のみ開発情報庁（INIDE）） 


